
答案用紙（基礎法令・整備関係法令）

受講 氏 名
番号 生年月日 昭・平 年 月 日

問題１ 適切な記号を記入しなさい。

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

イ イ ウ ア ウ イ ウ イ エ ウ

１１ １２ １３ １４ １５

イ ウ エ ア イ

問題 ２ 適切な記号を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

ウ ケ シ ス コ ク サ エ セ ト

問題 ３ 適切な記号を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

エ イ イ エ ウ イ オ ア オ オ

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳

ア ウ ウ ウ ア エ ウ オ ウ ア

問題 ４ 適切な字句を記入しなさい。

① ②

型式 １／３

③

平成 ２４年 １１月 ２２日

④ ⑤

自動車 ２００

※この欄には、何も記入しないで下さい。

問題１ 問題２ 問題３ 問題４ 合 計



平成２４年度第１回
自動車検査員教習試験問題

（基礎法令・整備関係法令）

受験番号 氏 名

【注意事項】

１．問題用紙は、試験開始の合図があるまで開いてはいけません。

２．試験時間は７５分間です。

３．問題用紙と答案用紙は別になっています。解答は必ず答案用紙に記入すること。

４．答案用紙に氏名等の記入がない場合は失格となります。

５．試験会場から退場するときは、答案用紙のみを提出して問題用紙は持ち帰ること。

６．その他、試験員の指示に従って受検すること。

沖縄総合事務局
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問題１ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び同法施行規則に

規定されている事項に関して述べたものである。各文の【①】～【④】のあては

まる字句の組合せとして適切なものを選び、その記号を記入しなさい。

なお、番号が重複する場合は同じ字句が入るものとする。

１．この法律は、道路運送車両に関し、【 ① 】についての公証等を行い、並びに

【 ② 】及び【 ③ 】その他の環境の保全並びに整備についての【 ④ 】を

図り、併せて自動車の整備事業の健全な発達に資することにより、公共の福祉を増

進することを目的とする。

① ② ③ ④

ア 所有権 信頼性の確保 災害の防止 技術の向上

イ 所有権 安全性の確保 公害の防止 技術の向上

ウ 使用権 信頼性の確保 公害の防止 新技術の発展

エ 使用権 安全性の確保 災害の防止 新技術の発展

２．この法律で「道路運送車両」とは【 ① 】、【 ② 】及び軽車両をいう。

また、この法律で「【 ① 】」とは、【 ③ 】により陸上を【 ④ 】させるこ

とを目的として製作した用具で軌条若しくは架線を用いないもの又はこれにより牽

引して陸上を【 ④ 】させることを目的として製作した用具であって、道路運送

車両法第２条第３項に規定する【 ② 】以外のものをいう。

① ② ③ ④

ア 自動車 軽自動車 エンジン等 運行

イ 自動車 原動機付自転車 原動機 移動

ウ 普通自動車、小型自動車 軽自動車 エンジン等 運行

エ 普通自動車、小型自動車 原動機付自転車 原動機 移動

３．何人も、国土交通大臣若しくは【 ① 】者が取付けをした封印又はこれらの者

が封印の取付けをした自動車【 ② 】は、これを取り外してはならない。ただし、

【 ③ 】のため特に必要があるときその他の国土交通省令で定める【 ④ 】事

由に該当するときは、この限りでない。

① ② ③ ④

ア 番号標交付代行 車両番号標 新規検査 やむを得ない

イ 番号標交付代行 登録番号標 整備 特異な

ウ 封印取付受託 登録番号標 整備 やむを得ない

エ 封印取付受託 車両番号標 新規検査 特異な
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４．何人も、自動車の車台番号又は原動機の型式の打刻を【 ① 】し、その他車台

番号又は原動機の型式の【 ② 】を困難にするような行為をしてはならない。但

し、【 ③ 】のため特に必要な場合その他やむを得ない場合において、国土交通

大臣の許可を受けたとき、又は法第３２条の規定による【 ④ 】を受けたときは、

この限りでない。

① ② ③ ④

ア 塗まつ 識別 整備 命令

イ まっ消 識別 新規登録 許可

ウ まっ消 同一性確認 新規登録 許可

エ 塗まつ 同一性確認 整備 命令

５．自動車は、【 ① 】又は【 ② 】について、国土交通省令で定める【 ③ 】

又は公害防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、【 ④ 】

してはならない。

① ② ③ ④

ア 乗車定員 装置 安全上 運行の用に供

イ 構造 装置 保安上 登録

ウ 乗車定員 最大積載量 保安上 運行の用に供

エ 構造 最大積載量 安全上 登録

６．法第４０条から第４２条まで、第４４条及び第４５条の規定による【 ① 】又

は公害防止その他の環境保全上の技術基準（以下「保安基準」という。）は、道

路運送車両の【 ② 】及び装置が運行に十分堪え、操縦その他の使用のための

作業に【 ③ 】であるとともに、通行人その他に危害を与えないことを確保する

ものでなければならず、かつ、これにより製作者又は【 ④ 】に対し、自動車の

製作又は使用について不当な制限を課することとなるものであってはならない。

① ② ③ ④

ア 安全上 機能 安全 整備事業者

イ 保安上 構造 安全 使用者

ウ 保安上 機能 快適なもの 整備事業者

エ 安全上 構造 快適なもの 使用者
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７．自動車は、自動車検査証を【 ① 】、かつ、国土交通省令で定めるところによ

り検査標章を【 ② 】しなければ、運行の用に供してはならない。

また、検査標章は、当該自動車検査証がその【 ③ 】を失ったとき、又は

【 ④ 】、臨時検査若しくは構造等変更検査の結果、当該自動車検査証の返付を

受けることができなかったときは、当該自動車に【 ② 】してはならない。

① ② ③ ④

ア 備え付け 備え付け 効力 予備検査

イ 保有し 表示 有効期間 予備検査

ウ 備え付け 表示 効力 継続検査

エ 保有し 備え付け 有効期間 継続検査

８．限定自動車検査証は、当該限定自動車検査証の【 ① 】を受けている自動車に

係る自動車登録ファイルに【 ② 】され、又は自動車検査証返納証明書に【 ③ 】

された構造等に関する事項について【 ④ 】があったときは、その効力を失う。

① ② ③ ④

ア 交付 登録 記録 書換

イ 交付 記録 記載 変更

ウ 返付 記録 記録 変更

エ 返付 登録 記載 書換

９．【 ① 】行使の目的をもって、自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送

運 行 許 可 番 号 標 、 臨 時 検 査 合 格 標 章 、 検 査 標 章 若 し く は 保 安 基 準 適 合 標 章 を

【 ② 】し、若しくは【 ③ 】し、又は【 ② 】若しくは【 ③ 】に係

るこれらのものを【 ④ 】してはならない。

① ② ③ ④

ア 何人も 偽造 複製 掲示

イ 使用者は 複製 変造 販売

ウ 使用者は 複製 複製 売買

エ 何人も 偽造 変造 使用

１０．何人も、法第５８条第１項の規定により有効な【 ① 】の交付を受けている自

動車又は第９７条の３第１項の規定により使用の届出を行っている検査対象外軽自

動車について、自動車又はその部分の【 ② 】、装置の取付け又は【 ③ 】そ

の他これらに類する行為であって、当該自動車が【 ④ 】に適合しないこととな

るものを行ってはならない。

① ② ③ ④

ア 登録事項通知書 改造 改造 保安基準

イ 登録事項通知書 整備 取り外し 審査事務規程

ウ 自動車検査証 改造 取り外し 保安基準

エ 自動車検査証 整備 改造 審査事務規程
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（施行規則第２条、別表第１ 自動車の種別）イ

１１．法第３条に規定する小型自動車及び軽自動車の大きさ及び構造並びに原動機の種

類及び総排気量又は定格出力は下表（道路運送車両法施行規則別表第１（抜粋））

のとおりである。

自動車 自動車の構造及び原動機 自動車の大きさ

の種別 長さ 幅 高さ

四輪以上の自動車及び被けん引自動車で自動 ４．７０【 ② 】２．００

小 車の大きさが右欄に該当するもののうち軽自 メートル メートル メートル

型 動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車以 以下 以下 以下

自 外のもの（内燃機関を原動機とする自動車（軽

動 油を燃料とする自動車及び天然ガスのみを燃

車 料とする自動車を除く。）にあっては、その

総排気量が【 ① 】リットル以下のものに

限る。）

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）及

び三輪自動車で軽自動車、大型特殊自動車及

び小型特殊自動車以外のもの

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）以 ３．４０【 ④ 】２．００

軽 外の自動車及び被けん引自動車で自動車の大 メートル メートル メートル

自 きさが右欄に該当するもののうち大型特殊自 以下 以下 以下

動 動車及び小型特殊自動車以外のもの（内燃機

車 関を原動機とする自動車にあっては、その総

排気量が【 ③ 】リットル以下のものに限

る。）

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）で ２．５０ １．３０ ２．００

自動車の大きさが右欄に該当するもののうち メートル メートル メートル

大型特殊自動車及び小型特殊自動車以外のも 以下 以下 以下

の（内燃機関を原動機とする自動車にあって

は、その総排気量が０．２５０リットル以下

のものに限る。）

① ② ③ ④

ア １．９９ １．６９ ０．６６０ １．４９

イ ２．００ １．７０ ０．６６０ １．４８

ウ １．９９ １．７０ ０．９９０ １．４８

エ ２．００ １．６９ ０．９９０ １．４９
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１２．法第４９条第２項の分解整備とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 原動機を【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

二 動力伝達装置のクラッチ（二輪の小型自動車のクラッチを除く。）、トランス

ミッション、プロペラ・シャフト又はデファレンシャルを【 ① 】て行う自動

車の整備又は改造

三 【 ② 】のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く。）

又はリア・アクスル・シャフトを【 ① 】て行う自動車（二輪の小型自動車を

除く。）の整備又は改造

四 かじ取り装置のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はかじ取りホークを

【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

五 【 ③ 】のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレ

ーキ・チャンバ、ブレーキ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ドラムを除

く。）若しくはディスク・ブレーキのキャリパを【 ① 】、又は二輪の小型自

動車のブレーキ・ライニングを交換するためにブレーキ・シューを【 ① 】て

行う自動車の整備又は改造

六 緩衝装置のシャシばね（【 ④ 】及びトーションバー・スプリングを除く。）

を【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

七 けん引自動車又は被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボール・

カプラを除く。）を【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

① ② ③ ④

ア 取り外し 走行装置 ブレーキ エアスプリング

イ 脱着し 走行機能 制動装置 ショックアブソーバ

ウ 取り外し 走行装置 制動装置 コイルばね

エ 脱着し 走行機構 制動機能 リーフスプリング

１３．法第３６条（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）の規定による臨

時運行許可番号標及びこれに記載された番号の表示は、自動車の運行中臨時運行許

可番号標に記載された【 ① 】が判読できるように、臨時運行許可番号標を自動

車の【 ② 】の【 ③ 】位置に確実に取り付けることによって行うものとする。

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、被牽引自動車又は国土交通

大臣の指定する大型特殊自動車にあっては、【 ④ 】の臨時運行許可番号標を省

略することができる。

① ② ③ ④

ア 数字 前面又は後面 見やすい 前面

イ 番号 前面及び後面 取付やすい 前面又は後面

ウ 文字 前面又は後面 取付やすい 前面又は後面

エ 番号 前面及び後面 見やすい 前面
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１４．運輸監理部長又は運輸支局長は、法第５４条の２第１項の規定により必要な整備

を行うべきことを【 ① 】自動車が【 ② 】し、解体し（整備又は改造のため

に解体する場合を除く。）若しくは自動車の【 ③ 】したとき又は当該自動車の

車台が当該自動車の新規登録の際存したものでなくなったときは、当該【 ④ 】

を取り消すことができる。

① ② ③ ④

ア 命じた 滅失 用途を廃止 命令

イ 指示した 修理 運行を中止 命令

ウ 命じた 修理 運行を中止 通告

エ 指示した 滅失 用途を廃止 通告

１５．自動車検査証の有効期間の起算日は、当該自動車検査証を【 ① 】日又は当該

自動車検査証に有効期間を【 ② 】日とする。ただし、自動車検査証の有効期間

が満了する日の【 ③ 】から当該期間が満了する日までの間に継続検査を行い、

当該自動車検査証に有効期間を【 ② 】場合は、当該自動車検査証の有効期間が

満了する日の【 ④ 】とする。

① ② ③ ④

ア 交付する 満了する 一月前 前日

イ 交付する 記入する 一月前 翌日

ウ 返納した 追記した ３０日前 当日

エ 返納した 記入する ４５日前 前日
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問題２ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令等に規

定されている道路運送車両の点検及び整備に関して述べたものである。各文の

【 】の中に適切な字句を下枠から選び、その記号を記入しなさい。なお、同じ

記号を複数回使用しても差し支えない。

１．自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をすることにより、

当該自動車を【 ① 】に適合するように維持しなければならない。

２．自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切な時期

に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、制動装置の作動

その他の日常的に点検すべき事項について、【 ② 】により自動車を点検しなけ

ればならない。

３．自動車の使用者は、点検整備記録簿を当該自動車に備え置き、当該自動車につい

て法第４８条の規定により点検又は整備をしたときは、遅滞なく、次に掲げる事項

を記載しなければならない。

一 点検の年月日

二 【 ③ 】

三 整備の概要

四 整備をを完了した年月日

五 その他国土交通省令で定める事項

４．地方運輸局長は、自動車が保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合

しない状態にあるとき（法第５４条の２第１項に規定するときを除く。）は当該自

動車の使用者に対し、保安基準に適合しなくなるおそれをなくすため、又は保安基

準に適合させるために必要な【 ④ 】を行うことを命ずることができる。

５．地方運輸局長は、自動車（小型特殊自動車を除く。）が保安基準に適合しない状

態にあり、かつ、その原因が自動車又はその部分の改造、装置の【 ⑤ 】その他

これらに類する行為に起因するものと認められるときは、当該自動車の使用者に対

し、保安基準に適合させるために必要な整備を行うべきことを命ずることができる。

この場合において、地方運輸局長は、当該自動車の使用者に対し、当該自動車が保

安基準に適合するに至るまでの間の運行に関し、当該自動車の使用の方法又は経路

の制限その他の保安上又は公害防止その他の環境保全上必要な指示をすることがで

きる。

６．法第５５条第１項の自動車整備士の技能検定は、申請者が保安基準その他の自動

車の整備に関する知識及び技能を有するかどうかを【 ⑥ 】及び実技試験により

判定することによって行う。
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７．国土交通大臣は、自動車を使用し、又は運行する者が、自動車の点検及び整備の

実施の方法を容易に理解することができるようにするため、次に掲げる事項を内容

とする【 ⑦ 】を作成し、これを公表するものとする。

一 法第４７条の２第１項及び第２項（日常点検整備）並びに第４８条第１項（定

期点検整備）の規定による点検の実施の方法

二 前号に規定する点検の結果必要となる整備の実施の方法

三 前２号に掲げるもののほか、点検及び整備に関し必要な事項

８．自動車点検基準別表第１において、事業用自動車、自家用貨物自動車等の日常点

検では、灯火装置及び方向指示器について、点灯又は点滅具合が不良でなく、かつ、

【 ⑧ 】及び損傷が無いことを点検することが示されている。

９．法第４９条第１項第５号の国土交通省令で定める事項（点検整備記録簿の記載事

項）は、次のとおりとする。

一 登録自動車にあっては自動車登録番号、法第６０条第１項後段の車両番号の

指定を受けた自動車にあっては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号

二 点検又は分解整備時の【 ⑨ 】

三 点検又は整備を実施した者の氏名又は名称及び住所（点検又は整備を実施し

た者が使用者と同一の者である場合にあっては、その者の氏名又は名称）

１０．国土交通省告示「自動車の点検及び整備に関する手引き」において、大型車の

ディスク・ホイールを取付けた後、ディスク・ホイールの取付状態に適度な馴染み

が生じる走行後に規定トルクでホイール・ナットを締め付けることについては、

【 ⑩ 】㎞走行後が最も望ましいとされている。

ア．改造 イ．運行 ウ．保安基準 エ．汚れ オ．交換部品

カ．使用 キ．使用年数 ク．学科試験 ケ．目視等

コ．取付又は取り外し サ．手引 シ．点検の結果 ス．整備

セ．総走行距離 ソ．走行距離 タ．点検 チ．備え付け

ツ．養成講座終了の有無 テ．５～１０ ト．５０～１００

ナ．５００～１０００ ニ．実施要領
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問題３ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令又は通

達等に規定されている自動車の整備事業に関して述べたものである。各文の【 】

の中に適切な字句をそれぞれの枠内から選び、その記号を記入しなさい。

なお、重複する場合は同じ字句が入るものとする。

１．自動車分解整備事業を経営しようとする者は、自動車分解整備事業の【 ① 】

及び分解整備を行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。

また、自動車分解整備事業の認証は、対象とする自動車の【 ① 】を指定し、

その他業務の範囲を限定して行うことができる。

ア．区別 イ．類別 ウ．条件 エ．種類 オ．種別

２ ． 自動車分解整備事業者は、分解整備を行う場合においては、当該自動車の

分解整備に係る部分が【 ② 】に適合するようにしなければならない。

ア．定期点検 イ．保安基準 ウ．点検整備 エ．車検 オ．検査

３．法第８０条第１項第１号に規定する自動車分解整備事業の事業場の設備及び従業

員の基準は、次のとおりとする。

一 事業場は、常時分解整備をしようとする自動車を収容することができる十分

な場所を有し、かつ、別表第４に掲げる規模の屋内作業場及び車両置場を有す

るものであること。

二 屋内作業場のうち、車両整備作業場及び点検作業場の天井の高さは、対象と

する自動車について分解整備又は点検を実施するのに十分であること。

三 屋内作業場の床面は、平滑に舗装されていること。

四 事業場は、別表第５に掲げる作業機械等を備えたものであり、かつ、当該作

業機械等のうち国土交通大臣の定めるものは、国土交通大臣が定める技術上の

基準に適合するものであること。

五 事業場には、【 ③ 】の分解整備に従事する従業員を有すること。

六 事業場において分解整備に従事する従業員のうち、少なくとも１人の自動車

整備士技能検定規則 の規定による一級又は二級の自動車整備士の技能検定（当

該事業場が原動機を対象とする分解整備を行う場合にあっては、二級自動車シ

ャシ整備士の技能検定を除く。第６２条の２の２第１項第５号において同じ。）

に合格した者を有し、かつ、一級、二級又は三級の自動車整備士の技能検定に

合格した者の数が、従業員の数を４で除して得た数（その数に１未満の端数が

あるときは、これを１とする。）以上であること。

ア．１人 イ．２人以上 ウ．３人以上 エ．４人以上

オ．５人以上
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４．自動車分解整備事業者は、法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業

場において、当該作業に係る料金を【 ④ 】の見やすいように掲示しなければな

らない。

ア．従業員 イ．訪問者 ウ．顧客 エ．依頼者 オ．自動車使用者

５．地方運輸局長は、自動車分解整備事業者の申請により、自動車分解整備事業の認

証を受けた事業場であって、自動車の整備について法第９４条第１項の国土交通省

令で定める基準に適合する【 ⑤ 】、技術及び管理組織を有するほか、国土交通

省令で定める基準に適合する自動車の検査の設備を有し、かつ、確実に第９４条の

４第１項の自動車検査員を選任して第９４条の５第１項の自動車の点検及び整備に

ついて検査をさせると認められるものについて、指定自動車整備事業の指定をする

ことができる。

ア．車両置場 イ．資金 ウ．設備 エ．資本 オ．屋内作業場

６．地方運輸局長は、法第９４条の２第１項の【 ⑥ 】、技術及び管理組織が同項

に規定する基準に適合していないと認めるときは、当該指定自動車整備事業者に対

し、その是正のために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

ア．車両置場 イ．設備 ウ．資金 エ．資本 オ．屋内作業場

７．指定自動車整備事業者は、事業場ごとに、自動車の検査について国土交通省令で定

める一定の実務の経験その他の用件を備える者のうちから、自動車検査員を【 ⑦ 】

しなければならない。

ア．選定 イ．指名 ウ．指示 エ．任命 オ．選任

８．自動車検査員その他第９４条の５第１項及び第９４条の５の２第１項の証明その

他の保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交付の業務に従

事する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職員は、刑法その他の罰則の適用

については、法令により【 ⑧ 】に従事する職員とみなす。

ア．公務 イ．公共の福祉 ウ．組合 エ．整備振興会 オ．会社
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９．優良自動車整備事業者の認定を申請する者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を地方運輸局長に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所

二 事業場の名称及び所在地

三 受けようとする認定の種類

四 実施している整備作業の範囲

五 事業場管理責任者の氏名及び略歴

六 【 ⑨ 】の氏名及び略歴

七 工員の構成及びその技能程度

ア．全工員 イ．整備主任者 ウ．自動車検査員 エ．工場長

オ．主任技術者

１０．法第９４条の２の規定に基づき指定自動車整備事業の指定の申請をする者は、

次に掲げる事項を記載した申請書を地方運輸局長に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所

二 事業場の名称及び所在地

三 法第９４条の２第２項において準用する法第７８条第２項の規定により対象

とする自動車の種類の指定その他業務の範囲の限定を受けようとする者にあっ

ては、その内容

四 認証を受けた自動車分解整備事業の種類及び認証番号並びに法第７８条第２

項の規定により対象とする自動車の種類の指定その他業務の範囲の限定を受け

ている者にあっては、その内容

五 優良自動車整備事業者の認定を受けている者にあっては、その種類及び認定

番号

六 優良自動車整備事業者の認定を受けていない者にあっては、次に掲げる事項

イ 実施している整備作業の範囲

ロ 【 ⑩ 】の氏名及び略歴

ハ 主任技術者の氏名及び略歴

ニ 工員の構成及びその技能程度

ア．全工員 イ．整備主任者 ウ．自動車検査員 エ．工場長

オ．事業場管理責任者
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１１．法第９４条の２第１項に規定する指定自動車整備事業者の自動車の検査の設備の

基準は、次のとおりとする。

一 法第９４条の５第４項の検査をするために必要な屋内作業場を事業場内に有

すること。

二 対象とする種類の自動車を検査することができる自動車検査用機械器具であ

って、次に掲げるものを備えていること。ただし、対象とする自動車の種類の

うちに、四輪以上の自動車が含まれていない場合にはイ、軽油を燃料とする自

動車が含まれていない場合にはチにそれぞれ掲げるものを、対象とする自動車

が軽油を燃料とする自動車のみに限定されている場合にはヘ及びトに掲げるも

のを備えなくてもよい。

イ ホイール・アライメント・テスタ又はサイドスリツプ・テスタ

ロ ブレーキ・テスタ

ハ 前照灯試験機

ニ 音量計

ホ 速度計試験機

ヘ 一酸化炭素測定器

ト 炭化水素測定器

チ 【 ⑪ 】

ア．黒煙測定器又はオパシメータ イ．黒煙測定器及びオパシメータ

ウ．ＰＭ測定器 エ．粒子状物質測定器 オ．Ｎｏｘ・ＰＭ測定器

１２．法第９４条の４第３項の規定による自動車検査員の選任届出書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。

一 【 ⑫ 】の氏名又は名称及び住所

二 自動車検査員の選任に係る事業場の名称及び所在地

三 自動車検査員の氏名及び生年月日

四 法第９４条の４第２項ただし書の規定により他の事業場の自動車検査員を届

出に係る事業場の自動車検査員として選任しようとする場合にあっては、当該

他の事業場の名称及び所在地

ア．整備主任者 イ．他の自動車検査員 ウ．届出者 エ．代理申請人

オ．事業場管理責任者

１３．法第９４条の５第１項及び法第９４条の５の２第１項の規定に基づく自動車検査

員の保安基準に適合する旨の証明は、自動車検査員が保安基準適合証及び保安基準

適合標章又は限定保安基準適合証に【 ⑬ 】することにより行う。

ア．記名 イ．押印 ウ．記名し、及び押印 エ．記名し、又は押印

オ．記名し、若しくは押印



- 13 -

１４．保安基準適合証及び保安基準適合標章の有効期間は法第９４条の５第４項の検査

をした日から【 ⑭ 】とする。

ア．２週間 イ．１５日程度 ウ．１５日間 エ．３０日間

オ．自動車損害賠償責任保険の満了日の翌日まで。

１５．【 ⑮ 】は、地方運輸局長から自動車検査員に対し研修を行なう旨の通知を受

けたときは、自動車検査員に当該研修を受けさせなければならない。

ア．指定自動車整備事業者 イ．事業場管理責任者 ウ．統括管理責任者

エ．工場長 オ．整備主任者

１６．道路運送車両法第９４条の５第１項の規定により、指定自動車整備事業者に保安

基準適合証及び保安基準適合標章の交付を請求しようとする者は、当該指定自動車

整備事業者に対して、自動車損害賠償責任保険証明書を【 ⑯ 】しなければなら

ない。

ア．引き渡し イ．発行 ウ．提出 エ．提示 オ．届出

１７．指定自動車整備事業における対象自動車の種類の指定は、当該自動車分解整備事

業者が認証の際に指定された対象自動車の【 ⑰ 】であること。

ア．条件の範囲内 イ．燃料の区分の範囲内 ウ．種類の範囲内

エ．軸重の範囲内 オ．用途の範囲内

１８．自動車検査員は、法第９４条の５第４項の検査を公正、かつ、確実に行うため、

当該検査に係る自動車の【 ⑱ 】については、軽微なものを除き、実務に従事し

ないこと。

ア．点検作業 イ．点検作業及び整備作業 ウ．作業工程の管理

エ．調整作業 オ．整備作業

１９．法第９４条の２に基づく指定自動車整備事業の指定に係る設備（自動車の検査の

設備を除く。）、技術及び管理組織のうち、当該事業場の保有する工員の数は

【 ⑲ 】であること。ただし、対象自動車の種類に車両総重量８ｔ以上、最大積

載量５ｔ以上又は乗車定員３０人以上の車両を含む場合には、５人以上であること。

ア．４人以下 イ．４人 ウ．４人以上 エ．５人 オ．５人以下
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２０．現に指定自動車整備事業を営んでいる自動車分解整備事業者が、新たに指定自動

車整備事業の指定を受けようとする場合、自動車検査の実績における月平均の持込

台数（持込総数／期間（月））が基準以上であり、かつ、再検査台数は、持込総数

の【 ⑳ 】であること。

ア．３％以下 イ．３％以上 ウ．５％以下 エ．１／３０以下

オ．３０％以下
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問題４ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令等に基

づく通達に規定されている指定自動車整備事業に関して述べたものである。各文

の【 】の中に適切な字句を記入しなさい。

１．指定自動車整備事業者は、自動車検査用機械器具の名称、【 ① 】又は数につ

いて変更が生じたときは、その事由が生じた日から３０日以内に、地方運輸局長に

届け出なければならない。

２．法第９４条の２に基づく指定自動車整備事業の指定に係る設備（自動車の検査の

設備を除く。）、技術及び管理組織のうち、当該事業場の自動車工の数に対する整

備士の割合（整備士保有率）は【 ② 】以上である。

３．自動車検査証の有効期間の満了日が平成２４年１１月１５日であって、自動車使

用者から提示のあった自動車損害賠償責任保険証明書（以下「保険証明書」という。）

の保険期間が、旧保険証明書の保険期間の終了日から継続したものであって、その

保険期間が平成２５年１１月２２日までとなっている自家用貨物自動車の継続検査

において、自動車検査員が平成２４年１１月１３日に完成検査を行い、指定自動車

整備事業者が保安基準適合証を平成２４年１１月１４日に交付する場合、当該保安

基準適合証の最終の検査申請日は【 ③ 】である。

４．指定自動車整備事業規則第１０条の２で定める第３号様式の指定整備記録簿の「自

動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書の記載事項との照

合」の欄については、自動車検査員が自動車の構造に関する点検に加え、指定自動

車整備事業規則第７条第２項の規定による自動車検査証の記載事項若しくは登録識

別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書に記載された構造等に関する事項（道

路運送車両法施行規則第４３条の２の各号に規定する事項をいう。以下同じ。）と

現車と照合を行ったうえで、当該【 ④ 】の諸元等を記載すること。

５．自動車検査員は、法第９４条の５第２項の検査の確認時において、検査車両の走

行距離計表示値と分解整備記録簿に記載されている総走行距離の数値が同一である

かを確認するが、この場合において、検査車両の走行距離計表示値から分解整備記

録簿に記載されている総走行距離の数値を減じた値が【 ⑤ 】㎞以下のものは同

一であるとみなすものとする。



平成２４年度
自動車検査員教習試験問題

（検査関係）

受験番号 氏 名

【注意事項】

１．問題用紙は、試験開始の合図があるまで開いてはいけません。

２．試験時間は７５分間です。

３．自動車検査独立行政法人審査事務規程(本則及び附則)（「以下「審査事務規程」

という。）は会場への持ち込みを認めます。

４．簡易な卓上計算機の使用は認めますが、それ以外の計算機（電子計算機、及び

計算機能付き携帯電話等）を使用してはいけません。

５．問題用紙と答案用紙は別になっています。解答は必ず答案用紙に記入すること。

６．答案用紙に氏名等の記入がない場合は失格となります。

７．答案用紙は２枚綴りになっています。切り離さないで下さい。

８．試験会場から退場するときは、答案用紙のみを提出して問題用紙は持ち帰ること。

９．その他、試験員の指示に従って受検すること。

沖縄総合事務局
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問題１ 次の各々の文章について、道路運送車両の保安基準、同基準の細目を定める告示及び審査事

務規程に照らして、適切なものには○を、適切でないものには×を記入しなさい。なお、特に

製作日が定められていないものは最新の基準・規程で判断すること。

１．タンク自動車の車体の後面には、最大積載量、比重及び積載物品名を表示しなければならない。

２．「空車状態」とは、道路運送車両が、原動機及び燃料装置に燃料、潤滑油、冷却水等の全量を

搭載し及び当該車両の目的とする用途に必要な固定的な設備を設ける等運行に必要な装備をした

状態をいう。

３．二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるタイヤの接地部の全幅（ラグ型タイヤにあっては、

タイヤの接地部の左右の最外側から中心方向にそれぞれ全幅の４分の１）にわたり滑り止めのた

めに施されている凹部（サイピング、プラットフォーム及びウエア・インジケータの部分を除

く。）のいずれの部分においても０．８ｍｍ以上の深さを有すること。

４．普通貨物自動車は、空車状態及び積車状態におけるかじ取り車輪の接地部にかかる荷重の総和

が、それぞれ車両重量及び車両総重量の１８％以上でなければならない。

５．燃料装置の配管（配管を保護するため、配管に保護部材を巻きつける等の対策を施してある場

合の保護部材を除く。）が、走行中に他の部分と接触した痕跡があるもの又は接触するおそれが

あるものは、保安基準に適合しないものとする。

６．排気管は、左向き又は右向きに開口していないこと。なお、排気管の開口部であって、車両中

心線を含む鉛直面に対して左向き又は右向きに３０°を超えない傾きを有し、発散するガスが他

の交通に悪影響を及ぼすおそれがないと認められるものは保安基準に適合するものとする。

７．貨物の運送の用に供する普通自動車であって車両総重量が５ｔ以上のものの後面には、後部反

射器を備えるほか、大型後部反射器を備えなければならない。

８．普通乗用自動車の最低地上高を測定する際は、検査時車両状態でなければならない。

９．電気自動車の電気装置の作動電圧が直流６０Ｖを超える部分を有する動力系

の活電部を保護するバリヤ及びエンクロージャに、感電保護のための警告表

示として、右図の様式の表示があったので保安基準に適合とした。

１０．自動車の後面には、後部霧灯を備えることが出来るが、後部霧灯の照明部は、制動灯の照明部

から１００ｍｍ以上離れていなければならない。
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問題２ 次の各々の文章について、道路運送車両の保安基準、同基準の細目を定める告示及び審査事

務規程に照らして、適合しているものには○を、適合していないものには×を記入しなさい。

なお、特に製作日が定められていないものは最新の基準・規程で判断すること。

１．後付けの前部霧灯（フォグランプ）が不点灯であり、配線はされていたが電球が取り外されて

いたので保安基準に適合とした。

２．車両総重量７５００ｋｇの貨物自動車に装着された突入防止装置の平面部の最外縁が、後軸の

車輪の最外側の内側１００ｍｍまでの間にあったため保安基準に適合とした。なお、当該突入防

止装置は、それ以外の基準については適合するものとする。

３．平成２０年１２月９日に製作された乗車定員９人の普通乗用車の座席ベルト非装着時警報装置

が電源投入１０秒後運転者席の座席ベルトを装着したときに警報を発したので保安基準に適合と

した。

４．自動車のかじ取装置であるタイロッドが変形していたので、熱を加えて変形を修正した。

５．前面ガラスの上縁であって、車両中心線と平行な鉛直面上のガラスの開口部（ウェザ・ストリ

ップ、モール等と重なる部分及びマスキングが施されている部分を除く。）の実長の２５％の範

囲に交通信号機を確認できる可視光線透過率６０％の着色フィルムが貼り付けられていた。

６．専ら砂利、土砂を運搬する最大積載量８，５００ｋｇの普通貨物自動車（自動車検査証の車体

の形状がダンプ）の荷台の内側寸法を測定したところ、長さ５．２０ｍ、幅２．２０ｍ、高さ

（深さ）０．５０ｍであった。

７．乗車定員５人の普通乗用車に備えられた補助制動灯が不点灯だったので、その全て（電球及び

配線を含む）を取り外し保安基準に適合とした。

８．乗車定員４名の小型乗用自動車の方向指示器が、１分間に１００回の一定周期で光度が増減す

ることが確認できたので、保安基準に適合とした。

９．小型乗用自動車の後面に備える後部反射器において、審査事務規程による取付要件については

適合しており、形状が長方形で後部反射器の反射部の面積が１２ｃ㎡であり、夜間にその後方１

５０ｍの距離から走行用前照灯で照射した場合にその反射光を照射位置から確認でき、かつ、反

射光の色は赤色で、損傷や汚損もなかったので保安基準に適合とした。

１０．車両総重量１８５００ｋｇの被牽引自動車に備える車幅灯の照明部の最外縁が、自動車の最外

側から４００ｍｍとなるように取り付けられていたので保安基準に適合とした。
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問題３ 次の各々の文章は、道路運送車両の保安基準、同基準の細目を定める告示及び審査事務規程

について述べたものです。各文の【 】の中に当てはまる適切な数値を記入しなさい。な

お、特に製作日が定められていないものは最新の基準・規程で判断すること。

１．平成１９年１２月１日に製作された次の自動車（最高速度が【 ア 】ｋｍ／ｈ以下の自動

車、緊急自動車及び被牽引自動車の除く）の原動機は、速度抑制装置を備えなければならない。

・貨物の運送の用に供する普通自動車であって、車両総重量が【 イ 】ｔ以上又は最大載量

が【 ウ 】ｔ以上のもの。

・上記の自動車に該当する被牽引自動車を牽引する自動車。

２．四輪以上の自動車のかじ取車輪は、かじ取車輪の横すべり量に関し、テスタ等その他適切な方

法により審査したときに、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測した場合の横すべ

り量が、走行【 エ 】ｍについて【 オ 】ｍｍを超えてはならない。ただし、その輪数が四

輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測した場合に、指定自動車等

の自動車製作者等（自動車を製作することを業とする者又はその者から当該自動車を購入する契

約を締結している者であって当該自動車を本邦に輸出することを業とするものをいう。）がかじ

取装置について安全な運行を確保できるものとして指定する横滑り量の範囲内にある場合にあっ

ては、この限りでない。

３．軽油を燃料とする普通自動車及び小型自動車にあっては、「無負荷急加速時に排出

される排出ガスの光吸収係数の測定方法」に規定する方法により測定する排出ガス

の光吸収係数が【 カ 】ｍ－ 1（少数点第２位までを記入）を超えないものである

こと。

４．普通自動車（最高速度２０ｋｍ／ｈ以上）に備える四灯式の走行用前照灯は、その光度が最大となる点が、

前方１０ｍの位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水平面より【 キ 】ｍｍ上方の平面及

び当該水平面より当該照明部中心高さの【 ク 】分の１下方の平面に挟まれた範囲にあり、かつ、走行

用前照灯の最高光度点における光度が、主走行ビーム１灯につき【 ケ 】ｃｄ、又は他の走行用前照灯

との光度の和が【 コ 】ｃｄ以上あること。

５．自動車は、告示で定める方法により測定した場合において、長さ（セミトレーラにあっては、

連結装置中心から当該セミトレーラの後端までの水平距離）【 サ 】ｍ、幅【 シ 】ｍ、

高さ【 ス 】ｍを超えてはならない。
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６．乗車定員４人の小型乗用車に備える制動灯は、昼間にその後方１００ｍの距離から点灯を確認

できるものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。この場合にお

いて、その光源が【 セ 】Ｗ以上【 ソ 】Ｗ以下で照明部の大きさが【 タ 】ｃ㎡以上で

あり、かつ、その機能が正常な制動灯は、この基準に適合するものとする。

７．乗車定員５人の普通乗用車に備える後部反射器は、その反射部の上縁の高さが地上【 チ 】ｍ

以下、下縁の高さが地上【 ツ 】ｍ以上となるように取り付けられていること。また、最外側

にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から【 テ 】ｍｍ以内となるよう

に取り付けられていること。

８．自動車（最高速度２０ｋｍ／ｈ未満の軽自動車及び小型特殊自動車を除く）の番号灯は、夜間

後方【 ト 】ｍの距離から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は

車両番号標の数字等の表示を確認できるものであること。
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問題４ 次の《Ａ表》自動車検査証の自動車を検査機器等による検査を実施した結果、《Ｂ表》に示

す計測値等を得た。次頁の問いに答えなさい。なお、製作年月は初度登録年月とする。

《Ａ表》 自 動 車 検 査 証 平成 21 年 11 月 16 日 陸運事務所長

自動車登録番号又は車両番号 登録年月日 /交付年月日 初年登録年月 自動車の種別 用途 自家用・事業用の別 車体の形状

平成 平成
沖縄 ３００ ね ×××× 21 年 11 月 16 日 21 年 11 月 普通 乗用 自家用 箱型 ［ 001]

車 名 乗車定員 最大積載量 車両重量 車両総重量

国土交通 4 人 - kg 1300 kg 1520 kg

車 台 番 号 長さ 幅 高さ 前前軸重 前後軸重 後前軸重 後後軸重

ＧＲ×××－１２３４５６７
428 cm 169 cm 123 cm 620 Kg － Kg － Kg 680 Kg

型 式 原動機の型式 総排気量又は定格出力 燃料の種類 型式指定番号 類別区分番号

kwＤＢＡ－ＧＲ×××× １７Ｂ 2.49 L ガソリン 99988 0003
所有者の氏名又は名称 国土交通 花子

所有者の住所 東京都千代田区霞が関×－×－×

使用の本拠の位置 沖縄県浦添市港川 ×－×－×

有効期間の満了する日 平成
24 年 11 月 15 日 年 月 日

備考
［沖縄］新規検査
［２１年度税制］平成２１年１１月１６日 新規検査 受検済み
平成２２年度燃費基準１０％向上達成車
平成１０年騒音規制車，近接排気騒音規制値 ９６ｄＢ
以下余白

《Ｂ表》
■検査機器等による検査

制 動 力 前 照 灯 前 部 霧 灯 警 音 器

右 軸重 左右差 右 左 聴感・テスタ 7m, A 特性

前 1750 ⑥ 113
取 cd デシベル

N N
付② 速 度 計 の 誤 差 定 常 走 行 騒 音

軸 左 高 60 60
＋・－ 聴感・テスタ⑦ さ2020

kg N/Kg 3.5 良
N cm cm デシベル

km/h

右 軸重 左右差 下 下 指 針 の 振 れ 排 気 騒 音

後 聴感・テスタ1700 ③ ⑧ 光 13 10
N kg N cm cm km/h 97 デシベル

左 左・右 左・右 速度表示灯の誤差 Ｃ Ｏ

軸 ④ ⑨ 軸 ＋・－1170 7 12 0.8
N N/Kg N/Kg cm cm km/h ％

車両重量 主×１００ 2 灯式 主×１００ 2 灯式 タイヤの振れ Ｈ Ｃ

4 ∞・ 2 ∞・特殊

計 ① ⑩ 光 152 115 良・否
N N/Kg cd cd 315 ｐｐｍ

⑤
副×１００ 副×１００ サイド・スリップ 黒煙・粒子状物質

手
度 イン・アウト 聴感・テスタ

動 2640 ⑪
%

N kg N/Kg cd cd 1 mm
m-1

走行テスト
等の方法と
結果

■自動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書の記載事項との照合

自 動 車 の 種 別 用 途 自家用・事業用の別 車体の形状 車 名 型 式 乗車定員 最大積載量

普通 乗用 自家用・事業用 箱形 国土交通 DBA-GR ×××× ４

車両重量 車両総重量 原動機型式 長 さ 幅 高 さ 総排気量又は定格出力 燃料の種類 そ の 他

1300 kg 1520 kg 17B 428 cm 169 cm 123 cm 2.49 L ガソリン
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《Ｃ表》

項 目 計 算 式 計算値 判定

前 検査時車両状態における前軸重 ⑦

輪 に対する左右差
⑫

N/kg
⑰

主 検査時車両状態における後軸重 ⑨

制 後 に対する左右差
⑬

N/kg
⑱

動

力 輪 検査時車両状態における後軸重 ④

に対する制動力の割合
⑭

N/kg
⑲

総 検査時車両状態における自動車 ⑩

和 の重量に対する制動力の割合
⑮

N/kg
⑳

検査時車両状態における自動車の重量に対 ⑪

する駐車ブレーキの制動力の割合
⑯

N/kg
㉑

光軸の判定 ㉒

右側の走行用前照灯

光度の判定 ㉓

光軸の判定 ㉔

左側の走行用前照灯

光度の判定 ㉕

自動車の速度計の誤差の判定 ㉖

サイド・スリップの判定（横すべり量の特例扱いを受けた自動車ではない。） ㉗

警音器の音の大きさの判定（自動車の前方７ｍの位置において、測定した。） ㉘

近接排気騒音の判定（原動機は車両の前部に有する） ㉙

アイドリング排出ガスの判定 ㉚

１．《Ａ表》の自動車について検査機器等による検査を実施したところ、《Ｂ表》の結果となりまし

た。この結果から《Ｂ表》の①～⑪欄を記入し、《Ｃ表》の⑫～⑯については、計算式（計算値

は、軸重に対する左右差については小数点第3位を切り上げし、その他の制動力の割合では、これ

を切り捨ててそれぞれ小数点第2位まで求めること。）を記入しなさい。

なお、ブレーキ・テスタを用いて制動力を計測（ブレーキ・テスタのローラは乾燥状態とし、自

動車は検査時車両状態における各軸重を計測することが困難な場合であることとする。）したと

ころ、ブレーキ・テスタのローラ上では全ての車輪がロックすることなく《Ｂ表》の結果となり

ました。

２．《Ｂ表》の結果から、《Ｃ表》の｢判定｣欄⑰～㉚の各項目について、道路運送車両の保安基準へ
の適合するものは「○」を、適合しないものは「×」を記入しなさい。
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答 案 用 紙（検査関係）

氏 名
受 講 番 号

生年月日 昭・平 年 月 日

（注：答案用紙中※の欄には何も記入しないで下さい。）

問題１ 適切なものには○を、適切でないものには×を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

× ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○

問題１ ※

問題２ 適合しているものには○を、適合していないものには×を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

× ○ × × × × × × ○ ×

問題２ ※

問題３ 適切な数値を記入しなさい。

１ ア ９０ イ ８ ウ ５

２ エ １ オ ５

３ カ ０．５０

４ キ １００ ク ５ ケ １２０００ コ １５０００

５ サ １２ シ ２．５ ス ３．８

６ セ １５ ソ ６０ タ ２０

７ チ １．５ ツ ０．２５ テ ４００

８ ト ２０

問題３ ※



- 2 -

問題４

１．《B 表》中の(①)～(⑪)欄に数値を記入し、《C 表》中の(⑫)～(⑯)欄には計算式を記
入しなさい。
注意：計算値については、問題の指示に従って記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

6640 675 680 4.22 1355 270

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

0.40 530 0.78 4.90 1.94

計 算 式

⑫ 【(2020-1750)/(620+55) 】=0.400=0.40

⑬ 【(1700-1170)/680 】=0.779=0.78

⑭ 【(1700+1170) /680 】=4.220=4.22

⑮ 【(1750+2020+1700+1170) /(1300+55)】=6640/1355=4.900=4.90

⑯ 【2640/(1300+55) 】=2640/1355=1.948=1.94

２．《C 表》中の｢判定｣欄⑰～㉚の各項目について、道路運送車両の保安基準への適合するものは
「○」を、適合しないものは「×」を記入しなさい。

⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓

○ ○ ○ ○ × × ○

㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚

○ × × ○ × × ×

問題４ ※


